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  １．奨学金貸与事業の見直し 
   （１）貸与基準等の見直し 

 奨学金貸与基準のうち収入基準については、最新のデータを基に奨学金の対象とする世帯所得の根拠を明確にしつつ見直す。ま

た、第一種及び第二種奨学金の併用貸与を行う場合、修学を行う上で真に必要な金額となるよう、貸与基準の細分化及び貸与上限

額の引き下げについて検討するとともに、より厳格な審査を行う。 

   （２）適格認定制度の着実な実施 

 適格認定制度において、大学等が適切な認定を行えるよう、実情を踏まえて「適格基準の細目」をより明確化、具体化するとともに、

大学等への周知を徹底する。また、これらの措置をとったにもかかわらず、継続的に不適切な認定を行った大学等があった場合には、

大学等の名称を公表する等により再発の防止を図る。 

   （３）回収に係る成果指標の見直し 

 債権について、現行中期目標で成果指標として用いている総回収率では、過去の延滞債権の状況に大きく影響され、新規の延滞債

権や既延滞債権の実態を評価することができないことから、次期中期目標において、総回収率に代わる適切な成果指標を設定する。 

   （４）機関保証の検証方法の見直し 

 機関保証の妥当性を検証するため、（公財）日本国際教育支援協会に対し、将来の事業コスト等を踏まえた事業計画を明らかにさ

せた上で、「機関保証制度検証委員会」等で当該計画の実効性、対等性も含めて毎年度検証する。その際には、保証料率について、

その水準を他の保証機関と比較した上で、その合理性を明らかにする。 
 

  ２．留学生支援事業の見直し 
   （１）文部科学省外国人留学生学習奨励費に係る基準の見直しについて 

 文部科学省外国人留学生学習奨励費について、教育機関から発生する不法残留者数等を踏まえた推薦依頼数・採用数の削減等

に係る明確な基準を策定するとともに、その基準を厳格に運用する。 

   （２）日本留学試験の見直し 

 事業収支に継続的な欠損が生じていることから、その原因を分析した上で、費用縮減、受験料の改定などの事業収支改善に向けた

取組を行う。 
 

  ３．学生生活支援事業の見直し 

 全体を通じた問題の把握・分析、先進的取組の共有などについて、政策上特に重要性の高いものや、大学等の取組が不十分なも
のに厳選して実施することにより業務の縮小を図る。 

 

第１．事務及び事業の見直し 
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１．具体的かつ定量的な目標を設定する。 

２．内部統制について、さらに充実・強化を図る。 

３．運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行う。 

４．集約化やアウトソーシングの活用などにより、管理部門をスリム化することについて検討することとする。 

５．その他、既往の閣議決定等に示された政府方針に基づく取組を着実に実施する。 

                                                                                                                                                                                     

第２．業務全般に関する見直し 



「勧告の方向性」を踏まえた見直し内容（案）のポイント➀ 

機関保証の検証
方法の見直し 

 ①、②、③については、最新のデータ
を基に奨学金貸与基準の収入基準につ
いて見直す。 

 併用貸与の際の貸与基準の細分化
及び貸与上限額の引下げの検討ととも
に、より厳格な審査を実施する。 

 「適格基準の細目」の明確化、具体化、
大学等への周知徹底する。 

 継続的に不適切な認定を行った大学
等については、大学名の公表等により再
発を防止する。 

 （公財）日本国際教育支援協会の事
業計画の実効性、妥当性も含めた検証
を毎年度実施する。 

 保証料率について、他の保証機関と
比較した上で、その合理性を明らかに
する。 

回収に係る成果
指標の見直し 

 総回収率に代わる適切な成果指標を
設定する。 

（参考）回収に係る平成２４年度実績 
総回収率：８２．１％ 
当年度分回収率：９５．６％ 
既延滞分回収率：１３．８％ 

貸与基準等の見
直し 

 大学等において、認定基準に対する理解不足が主な原因で、不

適切な認定が発生している。 

適格認定制度の
着実な実施 

 ➀昭和５９年度に定めた基準を基に改定を重ねており、最新の
データに基づく根拠が明確でない。 

（例）少子化の進行、所得分布の変化 等 

 ➁第二種奨学金の基準額は、直近の調査結果における勤労者
世帯所得、年間世帯収入と比較して高い。 

（参考） 
第二種奨学金の収入基準額：１，２２３万円（４人世帯・給与所得、私大・自宅通
学） 
家計調査（総務省、平成２４年度）：６１２万円 

全国消費実態調査（総務省、平成２１年度）：８３８万円 

 ③給与所得控除額分の上乗せ額が所得税の給与所得控除額と
比較して高い。 

（参考）給与所得控除後の収入額が５７２万円の場合 

奨学金における給与所得控除額：４８６万円 

所得税の給与所得控除額：１９７万円 

 第一種奨学金単独貸与者よりも第一種・第二種併用貸与者の延
滞率が高い。また、同一の所得水準の世帯において、貸与金額の多
い併用貸与者の延滞率が貸与金額の少ない者より高い。 

（参考）平成２３年度末貸与終了者の延滞率 

第一種奨学金単独貸与者：３．１％ 

第一種・第二種併用貸与者：５．５％ 

併用貸与者のうち貸与金額の多い者：８．６％ 

【奨学金貸与事業】 

総務省からの指摘のポイント 対応の方向性 

 現在、成果指標として用いている総回収率では、新規の延滞債
権や既延滞債権の実態を評価することができない。 

 「機関保証制度検証委員会」において、（公財）日本国際教育支援
協会の将来の事業コスト等を踏まえた、十分な検証が行われていな
い。 



「勧告の方向性」を踏まえた見直し内容（案）のポイント➁ 

 勧告内容を踏まえた明確な基準を策
定するとともに、基準を厳格に運用する。 

 原因を分析した上で、費用縮減、受験
料改定などの事業収支改善に向けた取
組を行う。 

（参考１）日本留学試験 国内受験料 
１科目受験：５，９６０円（対前年度＋５００円） 

２科目以上受験：１１，９２０円（対前年度＋１，００
０円） 

（参考２）日本留学試験 国外受験料 2013.12.6時
点 
ベトナム：７０，０００ドン≒３４０円 
韓国（２科目以上）：５０，０００ウォン≒４，８２９円 

 全体を通じた問題の把握・分析、先進
的取組の共有などについて、政策上特
に重要性の高いものや、大学等の取組
が不十分なものに厳選して実施する。 

文部科学省外
国人留学生学
習奨励費に係
る基準の見直
し 

日本留学試験
の見直し 

総務省からの指摘のポイント 対応の方向性 

【留学生支援事業】 

【学生生活支援事業】 

 「外国人の受入れ対策に関する行政評価・監視 －技能実習制

度等を中心として－ 結果に基づく勧告」（平成25年４月19日総務省）

において、教育機関から発生する不法残留者数等を踏まえた推薦依

頼数・採用数の削減等に係る基準を策定することが求められている。 

 大学等における支援体制が一定程度整備されてきたことから、
大学等における主体的な取組に任せ、業務の縮小を図る。 

 事業収支に継続的な欠損が生じている。 

（参考）日本留学試験 事業収支 

平成２４年度：△６，１６２万円 

平成２３年度：△５，４２７万円 

平成２２年度：△４，８２６万円 

平成２１年度：△９，１３７万円 

平成２０年度：△６，６８９万円 


